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第１ 児童相談センターの概要 

１ 沿  革 

昭和２２年１２月１２日 児童福祉法公布 

昭和２３年 ４月 １日 愛知県中央児童相談所、名古屋市中村区鷹羽町に開設。 

  昭和４４年 ８月１４日 愛知県中央児童相談所、名古屋市中区正木町に移転。 

  平成１４年 ４月 １日 地方機関の再編のため、愛知県中央児童相談所が、愛知県

中央児童・障害者相談センターに名称変更され、愛知県三

の丸庁舎に移転する。 

  平成２０年 ４月 １日 愛知県中央児童・障害者相談センターが、愛知県尾張福祉

相談センターに改編され、同時に春日井市、小牧市を管轄

する春日井児童相談センターを分離、愛知県心身障害者コ

ロニー（現：愛知県医療療育総合センター）管理事務所北

棟内に開設した。 

平成２７年 ４月 １日 一時保護所（定員３０名）を開設（県内２カ所目）。 

 

２ 組織と職員の配置状況                  令和３年４月１日現在 

（１）組織 

 

（２）職員配置状況 

名称 

セ

ン

タ

ー

長 

医

師 

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー 

児

童

福

祉

司 

児

童

心

理

司 

保

健

師 

一

時

保

護

所

職

員 

そ

の

他 

人数 1 
2 

（兼務） 

4 18 10 1 
23 

(4) 

2 

(5) 

※（ ）内は、非常勤職員の数。  

保護第二Ｇ

保護課長（一時保護所）

児童育成課長センター長 児童相談一Ｇ

児童相談二Ｇ

総務・心理Ｇ

保護第一Ｇ
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３ 管内の概況 

  春日井児童相談センターが所管する春日井市及び小牧市は、岐阜県に隣接する愛知県

西北部に位置している。 

  管内の地勢は穏やかな濃尾平野のほぼ中心にあり、ＪＲ中央線、名鉄小牧線、愛知環

状鉄道、東海交通事業城北線の鉄道網、東名・名神高速道路、中央自動車道、名古屋高

速道路、名古屋第二環状自動車道の高速道路網、そして国道１９号線、４１号線の主要

幹線道路網と陸上交通の要衝となっている。 

  昭和３０年代の高度経済成長期から、陸上交通の発展に伴って農業から物流及び内陸

工業へと主要産業の転換が図られるとともに、土地区画整理事業やニュータウンの建設

（春日井市高蔵寺、小牧市桃花台）による街づくりが進められ、名古屋通勤圏の近郊中

核都市として発展してきた。 

  こうした情勢の変化により、春日井市は３０万人、小牧市は１５万人を超えてきてお

り、これに伴う児童相談の増加に適切な対応が求められているところである。 

令和３年４月１日現在 

（春日井市及び小牧市 HP より） 

 

 

 面 積 総 人 口 児童人口 中学校 小学校 保育園 幼稚園 
認定 

こども園 

春日井市 92.78㎢ 310,317 50,655 17 38 63 18 6 

小牧市 62.81㎢ 151,420 25,507 9 16 21 9 2 

合  計 155.59 ㎢ 461,737 76,162 26 54 84 27 8 

春日井市 小牧市 
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４ 児童相談センターの業務 

  児童相談センターは、児童福祉法第１２条に基づき、子どものための専門相談機関と

して設置されたもので、以下のような業務を行っている。 

（１）市町村援助：市町村での児童家庭相談への対応に関し、市町村相互間の連絡調整、

市町村に対する情報の提供その他必要な援助を行うこと。 

（２）相談：家庭等からの子どもに関する相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とす

るものについて家庭や地域の状況、生活歴や発達、行動等について多角的、総合的に

調査、診断、判定を実施し、それに基づいて援助指針を定め、子どもの援助を行う。 

（３）一時保護：必要に応じて子どもを家庭から離して一時保護すること。 

（４）措置：子ども又はその保護者を児童福祉司、児童委員（主任児童委員を含む）、児

童家庭支援センター等に指導させ、又は子どもを児童福祉施設、指定医療機関に入所

させ、又は里親に委託する。 

  平成１７年４月に児童福祉法及び児童虐待防止法が改正され、市町村もまた児童相談  

に応じ、要保護児童の通告や児童虐待の通告先としても位置づけられたため、児童相談

センターは市町村との適切な役割分担、連携を図りながらその機能を果たしていくこと

になった。また、平成１８年１０月１日から障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）

により障害者福祉制度が大きく変わり、障害児施設については従来の措置制度から、原

則として障害者自身や保護者が自由に福祉サービスを選択する契約制度に改められ、児

童相談センターはその事務の一部も担っている。 

市町村・児童相談センターにおける相談援助の流れ 
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児童相談センターにおける相談援助活動の体系・展開 

（厚生労働省 HP より） 
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第２ 相談業務について 

１ 相談の種類 

  児童についての相談は、その内容によって養護相談、保健相談、障害相談、非行相談、

育成相談の５つに分類され、さらに下表のとおり１５種類の相談種別に分けられている。 

大分類 相談種別 内        容 

養護相談 

児 童 虐 待 相 談 

児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）の第２条に規定する

次の行為に関する相談。 

・生命・健康に危険のある身体的な暴行等の身体的虐待 

・性交、性的暴行、性的行為の強要等の性的虐待 

・暴言や差別などの心理的外傷を与える行為等の心理的虐待 

・保護の怠慢や拒否により健康状態や安全を損なう行為及び棄児等の

ネグレクト 

その他 の養 護相談 

父又は母等保護者の家出・失踪、死亡、離婚、入院、稼働及び服役等に

よる養育困難児、迷子、親権を喪失した親の子、後見人を持たぬ児童等

児童虐待相談以外の環境的問題を有する児童、養子縁組に関する相談。 

保健相談 保  健  相  談 
未熟児、虚弱児、ツベルクリン反応陽転児、内部機能障害、小児喘息、

その他の疾患（精神疾患を含む。）を有する児童に関する相談。 

障害相談 

肢 体 不 自 由 相 談 肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談。 

視 聴 覚 障 害 相 談 盲（弱視を含む。）、ろう（難聴を含む。）等視聴覚障害児に関する相談。 

言語発達障害等相談 
構音障害、吃音、失語等音声や言語の機能障害をもつ児童、言語発達遅

滞を有する児童等に関する相談。 

重症心 身障 害相談 重症心身障害児（者）に関する相談。 

知 的 障 害 相 談 知的障害児に関する相談。 

発 達 障 害 相 談 
自閉症スペクトラム、学習障害、注意欠如多動性障害等の児童に関する

相談。 

非行相談 

ぐ 犯 行 為 等 相 談 

虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱等のぐ犯行為、問題行動

のある児童、警察署からぐ犯少年として通告のあった児童、又は触法行

為があったと思料されても警察署から児童福祉法第２５条による通告

のない児童に関する相談。 

触 法 行 為 等 相 談 

触法行為があったとして警察署から児童福祉法第２５条による通告の

あった児童、犯罪少年に関して家庭裁判所から送致のあった児童に関す

る相談。 

育成相談 

性 格 行 動 相 談 

児童の人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べない、落ち着きがない、

内気、緘黙、不活発、家庭内暴力、生活習慣の著しい逸脱等性格もしく

は行動上の問題を有する児童に関する相談。 

不 登 校 相 談 
学校及び幼稚園並びに保育所に在籍中で、登校（園）していない状態に

ある児童に関する相談。 

適 性 相 談 進学適性、職業適性、学業不振等に関する相談。 

育児・ しつ け相談 家庭内における幼児の育児しつけ、児童の性教育、遊び等に関する相談。 

そ の 他 そ の 他 相 談 上記の各欄のいずれにも該当しない相談。 
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２ 相談・指導等の状況 

（１）相談件数 

   児童相談センターでは、受け付けた相談について調査や判定・指導など様々な援助

活動が行われるが、令和２年度相談の実件数と相談延べ件数を相談種別にしたものが

以下の表である。実件数は、年度内に新規で受け付けた件数である。 

○相談種別相談件数（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

区 分 

養 護 相 談 

 

保

健

相

談 

障 害 相 談 非 行 相 談 

虐

待

相

談 

そ

の

他 

肢

体

不

自

由

相

談 

視

聴

覚

障

害

相

談 

言
語
発
達
障
害
相
談 

重
症
心
身
障
害
相
談 

知 

的 

障 

害 

相 

談 

発

達

障

害

相

談 

ぐ

犯

行

為

等

相

談 

触

法

行

為

等

相

談 

相 談 受

付 件 数 
664 563 0 2 0 0 16 592 38 12 24 

割 合

（ ％ ） 
31.9 27.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.8 28.4 1.8 0.6 1.2 

相 談 延

べ 件 数 
17,432 15,030 0 50 0 0 69 1,353 91 383 745 

割 合

（ ％ ） 
48.3 41.7 0.0 0.1 0.0 0.0 0.2 3.7 0.3 1.1 2.1 

区 分 

育 成 相 談 そ

の

他

の

相

談 

計 

 

性

格

行

動

相

談 
不

登

校

相

談 

適

性

相

談 

し

つ

け

相

談 

 

 

 

 

 

相 談 受

付 件 数 
42 18 29 57 24 2,081 

割 合

（ ％ ） 
2.0 0.9 1.4 2.7 1.2 100 

相 談 延

べ 件 数 
575 26 96 208 24 36,082 

割 合

（ ％ ） 
1.6 0.1 0.3 0.6 0.1 100 
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（２）調査・判定の状況 

   相談を受けた児童の援助方針を決定するうえで調査・判定（診断）は欠かせないも

のであり、その状況が以下の表である。  

   調査は、児童・保護者のみならず、保育所・幼稚園・施設・学校・福祉事務所・保

健センター・児童委員等の関係機関に対するものも含まれ、面接や訪問、文書、電話

等で行われる。 

   医学的判定は、嘱託医である精神科医等が診察指導を行う。心理学的判定は、児童

心理司による心理検査や面接観察指導が中心である。 

○調査・判定状況（令和２年度） 

社 会 学 的 調 査 医 学 的 調 査 

児

童 

保

護

者 

そ

の

他 

計 

診

察

指

導 

医

学

的

検

査 
そ

の

他 

計 

2,686 9,364 20,656 32,706 326 2 468 796 

心 理 学 的 判 定 そ

の

他

の

診

断

指

導 

心理療法・カウンセリング等 

計 

知

能

検

査 

発

達

検

査 
人

格

検

査 

そ

の

他

の

検

査 

面

接

観

察

指

導 

計 

医

師 

児

童

心

理

司 

児

童

福

祉

司 

そ

の

他

所

員 

568 94 50 0 1,019 1,731 0 0 366 160 323 36,082 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

（３）相談の処理状況 

   受け付けた相談をどのような方法で援助をしたかという結果が以下の表である。虐

待相談においては、平成２８年の児童福祉法改正で、児童相談所から市町村への事案

送致（児童福祉法第２６条第１項第３号）が新設され、専門的な知識及び技術を必要

としないケースについては市町村送致を行っている。障害相談では、療育手帳交付や

再判定の相談が多いため、助言指導による援助が多い。育成相談では性格行動やしつ

けの相談が多数を占め、家庭や保育所・幼稚園、学校等への助言で終了することが多

い。施設入所は、相談の結果、家庭から児童福祉施設に入所措置したものである。 

○相談種別処理状況（令和２年度） 

区 分 

面 接 指 導 児

童

福

祉

司

指

導 

市

町

村

送

致 

訓

戒

・

誓

約 

児

童

福

祉

施

設

入

所 

里

親

委

託 

家

庭

裁

判

所

送

致 

障
害
児

入
所
施
設
等
へ
の
利
用
契
約 

そ

の

他 

計 

助

言

指

導 

継

続

指

導 

他

機

関

斡

旋 

養

護

相

談 

児 童 虐 待 相 談 476 30 1 4 128 0 5 7 0 0 1 652 

そ の 他 の 相 談 498 22 18 1 0 0 13 5 0 0 12 569 

保   健   相   談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

障 
害 

相 

談 

肢 体 不 自 由 相 談 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 

視 聴 覚 相 談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

言語発達障害等相談 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

重症心身障害相談 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 

知 的 障 害 相 談 585 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 590 

発 達 障 害 相 談 35 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 37 

非

行

相

談 

ぐ 犯 行 為 等 相 談 6 1 1 1 0 0 2 0 0 0 0 11 

触 法 行 為 等 相 談 0 1 0 6 0 12 0 0 0 0 3 22 

育 

成 

相 

談 

性 格 行 動 相 談 33 5 0 0 0 0 1 0 0 0 0 39 

不 登 校 相 談 17 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 18 

適 性 相 談 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 29 

育児・しつけ相談 54 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 56 

そ の 他 の 相 談 22 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 24 

合

計 

計 1,772 59 25 12 128 12 21 12 0 8 16 2,065 

割 合 （ ％ ） 85.8 2.9 1.2 0.6 6.2 0.6 1.0 0.6 0 0.4 0.8 100 

（注）「その他」には、18 歳年齢超過の場合の措置延長を含む。   
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３ 一時保護の状況 

一時保護は、児童福祉法第３３条に基づき児童相談センター長が必要と認めたと

き、児童を家庭や保護者から分離して一時保護所に入所させる、もしくは児童福祉施

設、里親などに委託して行う。緊急の保護や児童の行動観察、問題の短期治療などを

目的とする。 

一時保護については、養護相談や虐待相談では緊急保護を要するものが多い。 

○一時保護と虐待・職権保護（令和２年度） 

一

時

保

護

所 

一 時 保 護 委 託 合

計 

う

ち

虐

待

相

談 

児

童

養

護

施

設 

乳

児

院 

児
童
自
立
支
援
施
設 

児
童
心
理
治
療
施
設 

障

害

児

施

設 

警

察

署 

里

親 

病

院 

フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム 

そ

の

他 

120 37 19 1 0 1 58 20 4 0 2 262 109 

45.8% 54.2%  41.6％ 

 

○一時保護理由（令和２年度） 

区   分 
養護 

 障害 非行  育成 
保健・ 

その他 

計 

（人員） 
保護延べ日数 

虐待 その他 

一時保護所 52 65 0 3 0 0 120 924 

 

○一時保護委託の状況（令和２年度） 

区 分 

前年度末

継続委託

保 護 

令和２年

度 委 託 

令 和 ２ 年 度 中 委 託 解 除 
令和２年

度末継続

委託保護 
警 察 

児 童 福

祉 施 設 
里 親 そ の 他 

述 べ 

日 数 

養

護 

児 童 虐 待 2 57 25 25 9 0 409 0 

そ の 他 4 84 32 35 14 6 1,117 1 

障 害 0 0 0 0 0 0 0 0 

非 行 0 1 1 0 0 0 1 0 

育 成 0 0 0 0 0 0 0 0 

保 健 ・ そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 6 142 58 60 23 6 1,527 1 
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４ 児童福祉施設等への入所状況 

  児童相談センターは要保護児童を乳児院をはじめとする各種の児童福祉施設等に措

置入所させることができるが、令和元年度末現在、施設（里親、指定発達支援医療機関

への委託を含む）に措置した児童の状況は、以下の表の上段のとおりである。また、令

和２年度末現在、施設に在籍している児童数は下段のとおりである。 

○児童福祉施設等入所状況 

区 分 乳児院 
児童養

護施設 

児童心

理治療

施 設 

児童自

立支援

施 設 

指定発

達支援

医療機

関 

里 親 
障害児

施 設 

ファミ

リー 

ホーム 

計 

令 和 元 年 度 末 

入 所 児 童 数 

6 62 7 1 1 17 13 8 115 

令 和 ２ 年 度 末 

入 所 児 童 数 
5 51 5 1 1 20 12 8 103 
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５ 里親制度及び小規模住居型児童養育事業 

（１）里親登録と委託状況 

   児童相談センターでは、個人の家庭で保護を要する児童を養育する里親を開拓

し、養育を委託している。里親は、愛知県社会福祉審議会の審査を経て登録される

もので、里子を受託したときは、施設と同様に委託費用が支給される。 

令和２年度の管内の里親登録と里子委託の状況は以下のとおりである。 

○里親登録状況                          令和３年３月末現在 

区  分 前年度末現在 新規（年度中） 取消（年度中） 年度末現在 

認定及び登録里親数 53 4 0 57 

児童が委託されている里親数 15 7 5 17 

（
再 

掲
） 

養育里親 

登録里親数 51 4 0 55 

児童が委託され

ている里親数 12 7 4 15 

専門里親 

登録里親数 3 1 0 4 

児童が委託され

ている里親数 1 0 0 1 

親族里親 

登録里親数 2 0 0 2 

児童が委託され

ている里親数 2 0 0 2 

養子縁組に

よって養親

となること

を希望する

里親 

登録里親数 33 2 0 35 

児童が委託され

ている里親数 1 0 1 0 

（注）委託児童は、他の児相から管内の里親に委託されたものも含む。  

専門里親は、虐待などを受けた児童を特別に養育する里親     

○里子委託数（令和２年度）                 

 委託児童数 

   里親に委託された児童 12 

（
里
親
の
種
類
別
） 

養育里親に委託された児童 11 

専門里親に委託された児童 0 

親族里親に委託された児童 0 

養子縁組によって養親となることを希望する里親に委託された児童 1 
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（２）里親に関するその他の事業 

愛知県では、里親制度の普及と里子委託の推進のため、里親同士の交流を図る里

親交流促進（サロン）事業、里親をサポートする養育支援（ヘルパー派遣）事業や

里親会の育成を図り、里親に委託可能な児童は積極的に委託をするように取り組ん

でいる。 

また、里親等相談支援員も中央児童・障害者相談センターに配置している。 

＜里親サロン＞ 毎月第２・４木曜日 春日井児童相談センター・プレイルーム 

 

（３）小規模住居型児童養育事業 

   小規模住居型児童養育事業は里親型のグループホームとして自治体で行われてい

た事業を平成２０年の児童福祉法改正により法定化された事業であり、一般的にフ

ァミリーホームと呼ばれている。児童を養育者の家庭に迎え入れて養育を行う家庭

養護の特質が明確化されている。 

愛知県内には９ヵ所あり、管内では１か所事業が行われている。 

令和３年３月末現在 

 
事業所数 定員 

入所（令和 2 年度中） 退所（令和 2年度中） 令和 2 年度末在籍 

措置人数 その他 措置人数 その他 措置人数 その他 

小規模住居型

児童養育事業 
9 51 0 0 0 0 8 0 
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６ 児童措置費負担金 

  児童相談センターでは、関連する業務として、施設入所措置に伴う扶養義務者への

入所費用の負担金徴収事務を行っている。 

  児童福祉法では、児童を施設に入所させたときは、その扶養義務者からその負担能

力に応じ、施設措置費用の全部または一部を徴収することが出来ることとなってい

る。愛知県では、国の基準を参考に徴収事務を行っているが、その収入の状況は以下

の表のとおりである。 

  なお、平成１８年１０月から障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）が施行さ

れ、障害者については原則契約制度となり、従来の児相の措置から契約制度に切り替

わった児童もいる。 

○児童措置費負担金徴収状況                   令和３年３月末現在 

区 分 

調 定 収 入 

人 数 件 数 金 額 人 数 件 数 金 額 

過 年 度 分 75 1,434 17,520,403 18 45 501,390 

現 年 度 分 55 494 6,103,095 33 282 3,596,351 

計 130 1,928 23,623,498 51 327 4,097,741 

※人数については、過年度分と現年度分で重複あり。   
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７ 一時保護業務（保護課） 

（１）一時保護所の役割と業務 

   児童福祉法第１２条の４「児童相談所には、必要に応じ、児童を一時保護する施設

を設けなければならない。」に基づく児童相談所の一時保護施設の機能を保護課は有

している。一時保護施設とは、児童相談所に付設、もしくは密接な連携のできる範囲

内に設置され、児童福祉法第３３条による「児童の一時保護」を行う施設である。 

   棄児や家出で適当な保護者がいない場合や、虐待、放任などで家から一時引き離す

場合、あるいは児童の行動が他人の生命、身体、財産に危害を及ぼす場合などでの「緊

急保護」、適切かつ具体的な処遇方針を決めるための「行動観察」、そして、短期間の

心理療法やカウンセリング、生活指導等の「短期入所指導」を行う。 

   これらの保護の目的を達成するため、必要な最低限の期間の保護を行う。なお、一

時保護期間は（相談所長や知事が必要と認める場合を除き）２か月を超えてはならな

いとされている（児童福祉法第３３条第３項）。 

 

（２）保護所での生活 

   施設は、男子棟及び女子棟に分かれており、棟の定員はそれぞれ１５名（幼児５名、

学齢児１０名）で、原則として３歳から１８歳未満までの児童が集団生活をしている。 

   日課は午前７時の起床から各棟ごとの１日が始まる。朝食、体操、午前の学習（幼

児は保育）、昼食、運動（年少児は午睡）、午後の学習、入浴、夕食、余暇活動などを

行い、午後１０時に消灯（幼児は午後８時、小学生は午後９時）する。 

   掃除、洗濯、食器洗いなど、自分でできることは自分で行い、準備や片付けなど当

番制で共同しながら取り組むことで、皆が清潔で楽しい生活を送るようにしている。 

   また、子どもたち同士がお互いを大切にし、安全で安心な生活を送れるよう、「い

じめはしない」、「物は壊さない」、「役割や生活時間は守る」など、集団生活をしてい

く上で必要なルールを決めている。 
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保護所の日課については以下のとおりである。 

○保護所日課 

7 : 0 0 7 : 3 0 ～  

9 : 1 5 

9 : 3 0 ～ 

1 1 : 3 0 

1 2 : 0 0 1 3 : 0 0 ～

1 4 : 3 0 

1 5 : 0 0 ～

1 7 : 0 0 

1 8 : 0 0 1 9 : 0 0 ～

2 2 : 0 0 

起 床 

 

居室掃除 

朝 食 

自由時間 

体 操 

午前学習 

幼児保育 

棟内掃除 

昼 食 

年少児午睡 

運  動 

お や つ 

入 浴 

午後学習 

自由時間 

夕 食 

自由時間 

日 記 

消 灯 

 

（３）職員の勤務体制 

   職員は、早出（７：００～１５:４５）、遅出（１２:４５～２１：３０）、日勤（８:

４５～１７:３０）、準夜・深夜勤（１６:００～９:３０）の勤務体制で保護児童の生

活指導にあたっている。 

 

（４）一時保護利用状況 

   １日の平均利用人数は１１．６人で、述べ人数は４，２４８人である。虐待のみの

延べ人数は２，２６０人で全体の５割以上を占めている。 

令和２年度  

 入所人数 退所人数 延人数 １日平均数 虐待のみの延人数 

４月 27 27 266 8.9 172 

５月 36 27 151 4.9 59 

６月 33 32 477 15.9 266 

７月 38 45 393 12.7 218 

８月 19 18 111 3.6 12 

９月 52 55 265 8.8 107 

１０月 46 36 322 10.4 190 

１１月 33 36 203 6.8 53 

１２月 48 45 222 7.2 64 

１月 42 37 445 14.4 205 

２月 40 32 651 23.3 427 

３月 33 38 742 23.9 487 

計 447 428 4,248 11.6 2,260 
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（５）一時保護児童事由別入所・退所状況 

   一時保護入所理由については養護相談が圧倒的に多く４１１人で全体の９割を占

めている。退所先は６割の２９０人が帰宅で、児童福祉施設の入所や里親委託は合わ

せて１０９人となっている。 

令和２年度  

 

 

養    護 

障害 非行 育成 
保健・ 

その他 
計 

延 べ 

日 数 児童 

虐待 
その他 

前年度継続入所 8 3 0 1 0 0 12  

入 

 

所 

幼  児   以  下 41 
45 

(7) 
0 0 0 0 86  

小    学    生 80 
50 

(13) 
0 3 2 0 135  

中    学    生 65 
52 

(1) 
0 5 6 0 128  

中   卒    以   上 31 
47 

(1) 
0 5 3 0 86  

計 217 
194 

(22) 
0 13 11 0 435  

退 

 

所 

児 童 福 祉 施 設 入 所 46 42 0 3 4 0 95 1,712 

里 親 委 託 8 6 0 0 0 0 14 197 

他 の 児 童 相 談 所 ・ 

機 関 に 移 送 
17 8 0 5 1 0 31 419 

家 庭 裁 判 所 送 致 0 0 0 0 0 0 0 0 

帰 宅 144 
135 

(22) 
0 5 6 0 290 2,082 

そ の 他 2 3 0 0 0 0 5 36 

計 217 
194 

(22) 
0 13 11 0 

435 

(22) 
4,446 

上 記 利 用 日 数 1,747 
2,579 

(193) 
0 68 52 0 

4,446 

(193) 
 

翌年度継続入所 13 6 0 0 0 0 19  

上記利用日数 794 111 0 0 0 0 905  

年間利用日数 2,541 
2,690 

(193) 
0 68 52 0 

5,351 

(193) 
 

※保護者が新型コロナウイルス感染症に感染し、養育が困難となった場合に、濃厚接触児童を 

一時保護した件数を（ ）書きで再掲。 
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第３ 各種相談と事業の実績 

１  養護・虐待相談の状況 

（１）原因別養護相談対応件数 

   当センター管内の令和２年度の養護相談は１，２２１件、うち虐待相談が６５２件

で、虐待相談は昨年度から減少した。一方で虐待を除いた養護相談は増加した。愛知

県全体でも虐待相談は平成２２年度以降増加が続いていたが、令和２年度は僅かに減

少し、６，０１９件（前年度比９９．６％）となった。 

   また、保護者の死亡や失踪、離婚などにより家庭での養育が困難となり、児童福祉

施設に入所となったり、里親委託となったりするケースも少なからずある。 

○原因別養護相談対応件数（令和２年度）                   

 
家出 

（失踪を含む） 
死亡 離婚 

傷病 

（入院を含む） 

家族環境 
その他 計 

虐待 その他 

児童福祉施設

に入所 
0 0 0 2 5 10 1 18 

里親委託 0 1 0 0 7 2 2 12 

面接指導 10 2 2 24 507 459 41 1,045 

その他 0 0 1 0 133 8 4 146 

計 10 3 3 26 652 479 48 1,221 

 

（２）地区別の状況 

   管内の各市町村別の虐待通告件数（通告事実がなかったものも含む）である。 

○地区別の状況（令和２年度） 

区分 春日井市 小牧市 管外 計 

養護（虐待） 455 303 15 773 

 

（３）児童福祉法第２８条、第３３条の７による申し立ての状況 

   親権者の意に反して施設入所等の措置を行う場合の、家庭裁判所による措置の承認

を求める申し立て（児童福祉法第２８条第１項または第２項）は、令和元年度は１件、

令和２年度は０件であった。また、児童福祉法３３条の７による親権停止・親権喪失

の申し立てについては、令和２年度は０件であった。 
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（４）虐待相談の経路 

   令和２年度の虐待相談の経路は、警察が５１１件（構成比７８．４％）と最も多

く、次いで、近隣・知人が３９件（同６．０％）となっている。全国的に警察から

の夫婦喧嘩やＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）を児童が目撃することによる

心理的虐待の通告が増加しており、当センターの管内においても警察からの受付件

数の構成比が昨年度の７０．６％から７８．４％へと大きく上昇している。 

○虐待相談の虐待形態別・経路（令和２年度） 

 

都道府県・指定都 市・中核 市 市 町 村 
児 童 福 祉 施 設 ・ 

指定発達支援医療機関 

児 童 

相談所 

福 祉 

事務所 

保健セ

ンター 
その他 

福 祉 

事務所 

児 童 

委 員 

保健セ

ンター 
その他 保育所 

児童福

祉施設 

指定発

達支援

医療機

関 

身体的虐待 7 0 0 0 5 0 0 0 0 4 0 

性 的 虐 待 1 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 

心理的虐待 5 0 0 3 1 0 0 0 0 2 0 

ネグレクト 7 0 0 5 1 0 0 0 0 3 0 

計 20 0 0 8 10 0 0 0 0 9 0 

 

児童家

庭支援 

センタ

ー 

認定こ

ども園 
警察等 

家 庭 

裁判所 

保 健 所 ・ 

医 療 機 関 
学 校 等 

里 親 

児 童 

委 員   

(通告の仲

介を含む) 
保健所 

医 療 

機 関 
幼稚園 学 校 

教育委

員会等 

身体的虐待 0 0 74 0 0 5 0 5 0 0 0 

性 的 虐 待 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 

心理的虐待 0 0 390 0 0 1 0 5 0 0 1 

ネグレクト 0 0 44 0 0 0 0 0 0 2 0 

計 0 0 511 0 0 6 0 10 0 2 1 

 

家               族 

親 戚 

近 隣 

・ 

知 人 

児 童 

本 人 
その他 計 虐 待 者 本 人 虐 待 者 以 外 

父 親 母 親 その他 父 親 母 親 その他 

身体的虐待 1 6 0 4 4 0 5 5 1 4 130 

性 的 虐 待 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 

心理的虐待 0 3 0 2 2 0 1 23 0 0 439 

ネグレクト 0 1 0 0 0 1 0 11 1 0 76 

計 1 10 0 6 6 1 6 39 2 4 652 
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（５）虐待相談の主な虐待者 

   主な虐待者は、実父母が圧倒的に多い。また養父・継父は養母・継母より多い。 

○虐待相談の主な虐待者（令和２年度） 

 
実父 

実父以外の

父 親 
実母 

実母以外の

母 親 
その他 計 

相談件数 305 19 298 2 28 652 

 

（６）被虐待児の年齢・虐待形態別 

   虐待の被害を受ける児童の年齢階層は、身体的虐待は３歳頃から目立ち始める。ち

ょうど自我が芽生え反抗期の始まる時期と重なる。子育てが難しくなる時期でもある。 

   虐待の種別については、通常一つにとどまらないことも多いが、主たる虐待形態を

計上した。 

○被虐待児の年齢・虐待形態別（令和２年度） 

 身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト 計 

 0 歳～ 2 歳 11 0 112 14 137 

 3 歳～ 6 歳 25 0 117 25 167 

 7 歳～12 歳 40 3 130 28 201 

13 歳～15 歳 37 4 54 6 101 

16 歳以上 17 0 26 3 46 

計 130 7 439 76 652 
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２ 非行相談 

  非行相談は、ぐ犯行為等相談（ぐ犯相談）と触法行為等相談（触法相談）がある。

少年法では、犯罪を犯した嫌疑のある少年は家庭裁判所に送致されるが、１４歳未満

で犯罪を犯した場合は、「触法少年」と表現され、児童相談所の措置が優先される。非

行相談は、児相の相談件数の中での比率は少ないが、法的な措置が多く、相談継続の

期間が長い重要な相談部門であり、相談件数、処理状況は次のとおりである。 

  なお、平成１９年の少年法改正により、児童相談所長は「一定の重大事件」の送致

を警察から受けた場合は、１４歳未満の少年であっても、原則、家庭裁判所送致の措

置をとらなければならないとされた。令和２年度中にこの重大事件の取扱いで、家庭

裁判所に送致した者が０件であった。 

（１）受付件数の状況 

○相談件数 

区 分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

ぐ犯行為等相談 19 11 12 

触法行為等相談 42 35 24 

計 61 46 36 

 

○年齢別件数 

区分 
6 

歳 

7 

歳 

8 

歳 

9 

歳 

10

歳 

11

歳 

12

歳 

13

歳 

14

歳 

15

歳 

16

歳 

17

歳 

18

歳 
計 

ぐ犯行為等

相 談 
0 0 0 2 0 0 3 1 0 3 2 1 0 12 

触法行為等

相 談 
0 1 0 5 0 3 1 12 2 0 0 0 0 24 

計 0 1 0 7 0 3 4 13 2 3 2 1 0 36 

 

（２）処理状況 

区分 面接指導 訓戒・誓約 
児童福祉司

指 導 

児童福祉

施設入所 
里親委託 

家庭裁判所

送 致 
そ の 他 計 

ぐ犯行為等

相 談 
8 0 1 2 0 0 0 11 

触法行為等

相 談 
1 12 6 0 0 0 3 22 

計 9 12 7 2 0 0 3 33 
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３ 障害相談 

  児童相談センターでは障害相談に関連する事業として次のような業務を行っている。 

  療育手帳の交付、特別児童扶養手当認定診断、障害児施設給付、受給者証の発行など

である。 

（１）療育手帳の交付状況 

   愛知県では、知的障害児に対して療育手帳を交付しているが、障害の程度に応じ

３区分される。当センターで発行した新規、再判定の手帳は以下のとおりである。 

○療育手帳交付状況（令和２年度） 

区分 
A 

（最重度・重度） 

B 

（中度） 

C 

（軽度） 
計 

新規療育手帳交付 15 15 110 140 

療育手帳再判定 141 94 162 397 

計 156 109 272 537 

 

   また、管内の知的障害児に交付されている療育手帳の所持者は以下のとおりであ

る。 

○療育手帳所持者数（令和３年３月末現在） 

区分 
A 

（最重度・重度） 

B 

（中度） 

C 

（軽度） 
計 

療育手帳交付数 359 232 654 1,245 

 

（２）判定書、特別児童扶養手当認定診断書等の発行 

   児童相談センターでは、関係機関からの照会や各種証明のため、判定書の発行をし

ている。 

   また、障害の程度に応じて各種手当が支給されるため、兼務医師による特別児童扶

養手当認定診断書等も発行している。 

○判定書等交付状況（令和２年度） 

区分 
特 別 児 童 

扶 養 手 当 

障 害 児 

福 祉 手 当 
就 職 就園・就学 

福 祉 

サ ー ビ ス 
そ の 他 計 

判定書交付数 67 58 14 0 48 5 192 
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（３）障害児入所給付、受給者証発行数 

   平成１８年１０月に施行された障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）により、

児童福祉法の障害児福祉サービスが措置から契約制度に移行し、市町村の障害児通所

給付費とともに児童相談センターでは障害児入所給付費の決定をし、受給者証を発行

するようになっている。 

○受給者証発行数（令和２年度） 

福祉型障害児入所施設 医療型障害児入所施設 計 

４ 0 4 
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４ 育成相談 

（１）性格行動相談 

   学齢期、思春期においては、児童の人格の発達上多様な問題が生じてくる。落ち着

きがない、友人関係がうまくいかない、親子関係の不和や家庭内暴力など、家庭や学

校、時には施設や里親といった所属集団の中で、児童が逸脱した行動を起こすことが

ある。児童相談センターでは、児童の成育歴、性格や欲求の状態、家庭環境や人間関

係など多角的な視点から児童を把握し、在宅、病院受診、施設入所など、適切な援助

へと結び付けている。 

   また、児童相談センターへの来所相談に終わるのみでなく、一時保護所を活用して

児童の行動観察、発達検査や心理検査を行って保護者、学校へフィードバックするな

ど、連携した対応も行っている。 

   

（２）不登校相談 

   不登校問題への対応については、学校や市教育委員会、県教育委員会が諸施策を整

備し、適応指導教室等が設置されている。 

   そのため、児童相談センターでは、不登校相談は以前に比べ減少しているが、発達

障害や家族的な解決が困難な事例も見られ、長期にわたる継続相談もある。また、支

援を受けられないまま、家庭にひきこもっているケースも決して稀ではない。 

   また、平成２１年に子ども若者次世代育成支援法が成立し、春日井市はモデル事業

を受け、子ども若者育成総合協議会を発足させて、引きこもりを中心に不登校相談に

も対応するようになり、児童相談センターはこのネットワークの中で相談の連携をと

っている。 

   小牧市においては、児童福祉司が市教育委員会の不登校対策協議会に参加して、学

校と連携をとっている。 
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第４ 市・関係機関への支援 

平成１７年４月から児童福祉法及び児童虐待防止法が改正され、市町村が児童相談に

応じ、要保護児童の通告や児童虐待の通告を受ける第一義的な機関として位置づけられ

た。 

  また、児童相談センターには施設入所措置や一時保護の機能を残しながらも、市町村

に児童相談の専門的な技術を支援する役割が課された。市町村と児童相談センターとは

役割分担をしながら、より一層連携をとっていくことが必要とされている。 

１ 要保護児童対策地域協議会設置状況 

  児童福祉法の改正により、児童問題は多様な機関によるきめ細かな対応が望まれ、児

童家庭相談に応じていくことが市町村の業務として明確にされた。市町村には相談体制

を整備し、また関係機関との連携を密にするため「要保護児童対策地域協議会」を整備

することが求められている。 

  管内の市ではこれまでに以下の表のとおり協議会が整備され、児童相談センターから

は代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議等に出席し、援助している。 

○管内協議会設置状況                        令和３年３月末 

 

 

市 町 村 名 現        況 

春 日 井 市 

「春日井市要保護児童対策地域協議会設置要綱」を H18.4.1 に設置。事務局は子ども

政策課で、相談体制も整備している。「代表者会議」のほか、下部組織として児童家庭、

教育、保健、障害福祉担当、児相等による「実務者会議」を設置し、毎月 1 回定例的に

開催、要保護児童に関する情報の共有、援助方針の確認を実施している。 

また、必要なときには随時、「個別ケース検討会議」を開催し、関係機関が連携して児

童に対する援助計画や支援内容を検討している。 

H23.4 に春日井市はこの協議会を子ども若者育成支援法に基づき設置された、ひきこ

もり・不登校を中心とした「子ども若者支援地域協議会」と融合させ、二部会として運

営されることになった。 

また、実務者会議には H31.4 からは市所属の弁護士も参加し、一層の充実を図ってい

る。 

小 牧 市 

Ｈ17.11.1 「小牧市要保護児童対策地域協議会設置要綱」が施行され、子育て世代包

括支援センター（当時は児童課）が事務局となり、「代表者会議（年１回）」と「実務者

会（毎月定例）」を実施している。 

  協議会は要保護児童対策の推進、要保護児童に係る意識啓発、関係機関の連携を業務

とし、「実務者会」では市関係機関や児相で、要保護児童に関する情報交換や援助方針の

確認などをしている。個別ケース検討会も実施している。 
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 児童相談センターは、市町村への後方支援として、市と役割分担して定例実務担当者

会議、ケース検討会などを通じても援助している。虐待ケースについて、市と児童相談

センターとの把握状況は以下の表のとおり。 

○虐待・要支援ケース把握数（※虐待の恐れ、ハイリスクケースも含む）令和３年３月末現在 

区  分 
市 の 把 握 数 児 相 の 把 握 数 

計 
市主管虐待 養護・その他 施設措置 在宅管理 

春日井市 52 39 68 43 202 

小牧市 38 52 35 28 153 

計 90 91 103 71 355 

 

２ 関係機関との連絡調整 

  児童相談センターは、市町村が児童相談に応じるための相談技術等の支援をする役割 

を担っている。このために、児相は関係機関連絡調整会議を開催し、市に対してこれま

でにも研修会を開催したり、各種会議に参加して援助をしてきた。 

平成１９年１月には市町村児童家庭相談援助指針や要保護児童対策地域協議会設置・

運営指針が改正され、児童虐待への対応が強化されて児童相談センターと市町村との情

報交換や共有が義務付けられ、市の連絡調整会議等への支援が進められている。 

○令和２年度虐待等児童問題関係機関連絡調整会議    

開 催 日 会 議 等 名 称 開催場所 出席者数 

令和２年 

１０月８日 

虐待等児童問題関係機関連絡調整会議 

・平成３１年度児童相談と虐待問題への児相の対応 

・保健部門における連携について 

・児童福祉法および関係法の改正について 

・市町村子ども家庭総合支援拠点事業について 

 

春日井児童 

相談センター

会議室 

保健、福祉、

教育等関係

者１４名 
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